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研究成果の概要（和文）：　本研究では以下のことをおこなった。1)住教育および住教育力の現況調査、2)教師
への支援状況調査、3)住教育にかんする教員への支援、4)住領域授業における教育効果調査、5)住領域教材資源
調査、など。
　その結果本研究では以下のことを明らかにした。1)学校教育において主として住教育を担当している家庭科教
師の住教育力の現況、2)教師の住教育力とその生徒への教育効果との関連性、3)住教育力の形成要因、4)住教育
力形成のための方策、など。

研究成果の概要（英文）： We executed as the follwing in this study: 1)the actual situation of 
housing education in schools and housing education skills of school teachers, 2)the actual situation
 of the supports to the teachers in housing education, 3)the supports to the teachers in housing 
education, 4)housing education effects in the classes, 5)researches of the educational resources in 
housing education, and so on. 
 We clarified as the following in this study: 1)the actual situation of housing education skills of 
home economics teachers who are mainly responsible for housing education in school education, 2)the 
relationship between teacher's housing education skill and the educational effects to the students, 
3)the factors of making of housing education skills, 4)the methods for improvement in housing 
education skills, and so on.

研究分野： 建築計画・住教育

キーワード： 住教育力　住教育力形成要因　住領域研修会　住教育教材開発　現職教員支援　教育効果　個別直接支
援　検証授業調査
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１． 研究開始当初の背景 

 研究開始当初の背景と認識は以下のとお

りである。 

 (1)住教育は、将来の一般の住み手となる

子どもたちの住宅・住環境にたいする認識・

知識等の形成を通して、子どもたち自身のゆ

たかな住宅・住環境実現と社会全体の住宅・

住環境をよりよいものにするための、重要な

一分野である。 

 われわれは比較的早くから以下のような

住教育にかんする種々の研究をおこなって

きている。①学校教育における住教育や教師

の住教育力の実態を明らかにしたもの。②住

教育プログラム・教材開発をおこなっている

もの。③教育に関する授業実践の実態や教育

効果について明らかにしているもの。④教師

への支援活動や支援のあり方について明ら

かにしているもの。⑤住教育プログラム・教

材開発の前提となる基礎的研究をおこなっ

ているもの。 

(2)これらの研究等を通して、現状では学

校教育において住教育がきわめて不充分に

しか取組まれていない実態を明らかにして

きている。その理由には、以下のようなもの

がある。①教師自身の住教育に関する力量が

不足している。②住宅・住環境の地域特性等

に配慮した適切な住教育プログラム・教材等

がない(または不足)。③教師の力量を向上さ

せ力量不足を補うための適切な支援がない

(または不足)。④学習指導要領における住教

育の位置づけが不充分で、授業時間等が不足

している。⑤住教育研究者側の教材開発や教

師支援を、教育現場の生徒の現状や教師のニ

ーズに合致したものとするための、適切な仕

組みがない。 

(3)このような現状にたいして、われわれ

は以下のような研究・実践活動をおこなって

きている。①学校での学習内容や教師の要望

をふまえた住教育プログラム・教材等の開

発・提供。②教師の住教育力向上のための、

住教育に関する教材開発・提供や、研修会の

実施。③小学校・中学校・高等学校での住教

育授業の実施や教師への協力・援助。④われ

われの開発した住教育プログラム・教材等の

中学・高校の授業での使用、有効性の検証。 

これらの調査・研究・実践活動をとおして、

よりよい住教育の実施のためには、①教育現

場のニーズに合致した住教育プログラム・教

材等を開発・提供し、②教師の住教育力を高

めることが重要であること、③そのためには、

住教育力の構造・形成要因を明らかにし、住

教育力向上への具体的な方策等を明らかに

することが必要であり、④これらによって教

師への適切な支援等をおこない、⑤その教育

効果等を検証して、検証結果をふまえてより

適切な住教育プログラム・教材開発や教師へ

の支援へとつなげることが重要であること、

⑥住教育向上のためのこのような仕組みを

システム化していくことが重要であること。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は以下のとおりである。 

(1)中学校・高等学校における住教育の実

態、住教育の担い手である家庭科教師の住教

育力の構造・実態・形成要因、等を明らかに

する。 

 (2)中学校・高等学校の家庭科教師にたい

する、住教育に関する研修・情報提供等の支

援の実態・内容・効果、等を明らかにする。 

 (3)中学校・高等学校における住教育実践

による、生徒の認識形成および知識・技術等

の向上の実態等を明らかにし、教師の住教育

力と生徒への教育効果との関連性について

明らかにする。 

(4)以上を総合して、今後の、生徒の認識・

知識・技術等の向上のために必要な教師の住

教育力のあり方、教師の住教育力向上のため

の支援のあり方、その具体的な方策、等につ

いて明らかにする。 

 



３．研究の方法 

(1)Ａ調査：全国の中学校・高等学校の家

庭科教員にたいする住教育・住教育力等の実

態調査。 

 (2)Ｂ調査：全国の都道府県・市区町村の

関連行政・教育委員会にたいする教師への支

援活動等の実態調査。 

 (3)Ｃ調査：教師への支援活動の内容・方

法等の観察・面談・配票調査。 

 (4)Ｄ調査：住教育の教育効果、開発した

住教育プログラム・教材の有効性検証、等の

ための、住教育授業実践の観察調査、生徒へ

の教育効果調査、教師への面談調査。 

 (5)Ｅ調査：住教育教材のための資源調査。 

 

４．研究成果 

 (1)全国調査等にもとづき、教師の住教育

力の内容構成・形成要因を明らかにした。 

 (2) 全国調査等にもとづき、教師への公的

な住教育支援状況を明らかにした。 

 (3)住教育力形成・向上のための住領域研

修会・住教育教材開発などをおこない、その

効果を現職教員による住領域授業における

教育効果等の調査で検証した。 

 (4)現職教員への住教育にかんする個別・

直接支援をおこない、その効果を当該教師に

よる住領域授業調査で検証した。 

 これらの調査・研究をとおして、教師の住

教育力の意味・内容・形成要因とその形成方

策を明らかにし、その検証等もおこなった。

これらにもとづいて、より効果的な教師の住

教育力成が可能となり、その住教育の改善に

直接的に貢献することが可能となる。 
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